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MISSION

世界に、熱を。人に、可能性を。

ZUUのミッション00 -1

世界は、万人にとって均一ではない。生まれる国も、言語も、文化も、慣
習も、それぞれに違う。

しかし、わたしたち、ZUUは思います。たとえ、環境が違っても、学び、
成長する機会は、夢に挑戦する自由は、平等にあるべきだと。
ZUUが目指すのは、全世界90億人が “それぞれの人生の経営者”となる時代。

企業が理念を掲げて事業を推進するように、一人ひとりが夢を掲げ、自ら
の人生を経営する。

ZUUは、世界中の人々に向けて“ヒト・モノ・カネ…”、人生の経営に必要
なあらゆる情報を提供することで、そんな個の時代を実現します。
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00 -2 ZUUが提供する価値

さまざまなプレイヤーと連携し、個人や法人の経営資源（B/S）最適化を支援。

個人 法人

人的資本

事業資本

固定資本

金融資本

人的資本

事業資本

固定資本

金融資本

B/S支援のニーズ

人的資本

事業資本

金融資本

固定資本

・デジタル
店舗

（間接支援）

（直接支援）

B/S支援プレイヤー

各種金融サービス
各種SaaSサービス

デジタル店舗

アドバイザー



デジタル店舗
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00 -3

個人・法人向けにプロダクトラインナップを拡大。

メディア・プラットフォーム
株式型

クラウド・ファンディング

融資型
クラウド・ファンディング

MP-Cloud
（メディア・プラットフォームクラウド）

PDCA-Cloud
（旧PDCAシステム）

個人向け 法人向け

主要な事業・サービス

個人/法人向け
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00 -4 個人のB/S支援

メディア上で金融機関とユーザーのマッチングを促進。情報格差の解消と金融機
関のDX支援で新たな金融プラットフォームを実現。
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00 -5 法人のB/S支援

当社コア・バリューであるPDCAノウハウ※をSaaSプロダクトとして他社にサー
ビス展開。国内最大のPDCAサービスとして、150社超の法人に導入。

※ 当社PDCAノウハウは代表取締役 冨田により書籍『鬼速PDCA』（インプレス）として2016年10月発行。累計10万部を超えるベストセラー
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00 -6 法人のB/S支援

今期より株式型・融資型両方のクラウド・ファンディングによる法人の資金調達
（金融資本）支援も可能に。



【参考】新サービスカテゴリの変更（※2020年3月期第4四半期決算説明資料より）00 -7

本第4四半期より、成長投資後のサービス拡充に合わせ、上場時より使用していた
既存のサービス名と定義を下記のように変更。
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※「MP-Cloud」には、SaaSの売上高と従来のFintechマーケティング支援の売上高を含む

融資型
クラウド・ファンディング

デジタル店舗出店料
（掲載料）

PDCAシステム 記事広告送客事業

株式型
クラウド・ファンディング

有料会員
（サブスクリプション）

アドバイザーマッチング

スモールM＆A仲介

広告収益

MP-Cloud※

NEW

CHANGE

デジタル店舗出店料
（掲載料）

送客事業

有料会員
（サブスクリプション）

広告収益

MP-Cloud※

PDCA-Cloud
（旧PDCAシステム）



フィンテック・サービスとは00 -8
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金融機関等 ユーザー

メディア・
プラットフォーム

料金支払

見込み客とのマッチング

料金支払
金融サービスの提供

料金支払

見込み客の送客

フィンテック・サービス

料金支払

訪問

スモールM＆A仲介

有料会員
（サブスクリプション）

金融コンテンツの提供

料金支払

アドバイザーとの
マッチング

デジタル店舗出店

無料（会員）

料金支払

広告の掲載

スモールM＆A仲介

デジタル店舗出店料
（掲載料）

送客事業

有料会員
（サブスクリプション）

広告収益

融資型
クラウド・ファンディング

アドバイザー
マッチング

株式型
クラウド・ファンディング

金融系プラットフォームを通じてフィナンシャル・サービスを提供。金融機関と
ユーザーのマッチングにより、ユーザーのB/S支援を行う。



マーケティング・セールス・プロセスの上流から下流まで支援。

セールステック・サービスとは00 -9
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認知 興味・関心 比較・検討 購入

（新）セールステック・サービス

マーケティング インサイドセールス フィールドセールス

ア
ポ

商
談

受
注

納
品

フ
ォ
ロ
ー

各種データ
（SFA・CRM・購読履歴データ）

見込み客
抽出

リード獲得
TEL

資料送付
イベント
メルマガ

顧
客
育
成

（
ナ
ー
チ
ャ
リ
ン
グ
）

案
件
化

PR広告
ネット検索

SNS
DM

セミナー
動画

メディア

記事

MA

PDCA-Cloud
（旧PDCAシステム）

PDCA-Cloud

「PDCA」を組織で行うための
「仕組み」の導入・定着や、社員
のオンボーディングを支援する
SaaS

資料請求
ホワイト
ペーパー

フォロー

MP-Cloud

（旧）フィンテック化支援サービス
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00 【再掲】今期の事業方針と投資戦略

• 引き続きトップラインの成長率を重視
• SaaSを中心としたストックモデルの強化
• デジタル店舗、アドバイザーマッチング等、金融プラットフォーム

の実現に注力
• 買収子会社が提供する金融サービスの早期黒字化

事業方針

投資戦略

• 通期2億円を目安とした成長投資を引き続き実施
• 成長投資の内訳は、主にIT人材関連に1.4億円、金融サービス（子会

社）の開発推進に0.6億円を予定
• 営業利益は黒字確保を前提に推進するも、成長局面では状況に応じ

て赤字も視野
• 固定比率増も覚悟でプラットフォームの構築を優先

-10



新型コロナウイルスの影響を考慮し、売上高・営業利益ともに伸長予定では
あるもののレンジでの業績予想。

【再掲】業績予想00 -11

11

2021年3月期の業績予想

売上高

営業利益

単体

子会社

業績予想 増収率前年度実績

2,400〜2,770

単位：百万円

1,841

6

2,650〜3,020 1,847 +43.5〜63.5%

▲1060〜200

+30.3〜50.4%

-
（子会社買収で定義変わったため）

250

-



【再掲】2021年3月期の通期業績予想イメージ00 -12
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買収した子会社のPMIや金融系プラットフォームの構築等に一定の時間を要する
ため、一時的にコスト先行の予定。
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本資料における画像の出典： PIXTA、Shutterstock （※他社ウェブサイト等との各出典元の記載がある場合を除く）
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⚫ セールステック・サービスのストック売上比率が89.0%に増。前年同期

比15％増収(15頁、22頁)

14

2021年3月期第1四半期 ハイライト

⚫ 売上高は前年同期比+34％増収と引き続き高い成長率を維持(16頁）

⚫ 売上高、営業利益ともに計画通り進捗。第2四半期も計画通り進捗の予定

(26頁）

⚫ 従業員数は半年間で71名増と先行投資による体制構築で急拡大（28頁）

⚫ フィンテック・サービスは、前年同期比51％増収（15頁）

⚫ 経営者プラットフォーム『THE OWNER』(日本M＆Aセンター社と共同

事業)は、月間150万PV達成（23頁）

⚫ クレディセゾン様との新メディア『BUSINESS OWNER LOUNGE』を

リリースし、新機能『シングルサインオン』を実装（24頁）

⚫ クラウド・ファンディングの売上高は、前年同期比※242％増収（18頁）

※クラウド・ファンディングは、前年は連結対象外であり、前年度連結対象だったと仮定した場合の数値。



01 サービスライン別の進捗

15



第1四半期の前年同期比で、売上高は2サービスともに伸長。一方、成長投資
のため営業利益は減少し、増収減益。

連結業績と各サービスの推移（まとめ）01 -1

新型コロナウイルスの影響で、送客事業
が引き続き堅調。買収子会社のクラウド
ファンディング売上も追加に。

売上高 費用 営業利益

MP-CloudとPDCA-Cloud（旧PDCAシステ
ム）は売上増も、新型コロナウイルスの影響
で顧客企業との契約締結の遅延が発生。

金融系プラット
フォームやSaaSプ
ロダクトへの成長投
資や、採用費等が費
用増。規模拡大に伴
い、人件費も増。

IT人材や子会社を中心とす
る重点投資分野への費用増
のため減益。

前年同期比51%増

前年同期比15%増

前年同期比130%増 前年同期比351%減

16

フ
ィ
ン
テ
ッ
ク
・

サ
ー
ビ
ス

セ
ー
ル
ス
テ
ッ
ク
・

サ
ー
ビ
ス



2020年3月期

第1四半期

2021年3月期

第1四半期

384百万円

515百万円

セールステック・
サービス
189百万円

フィンテック・
サービス

195百万円

218百万円で
同15％増

297百万円で
同51％増

17

連結売上高の推移①01 -2

2サービスともに順調に成長。特にフィンテック・サービスは、送客事業の好調
や株式型クラウド・ファンディングも貢献し、前年同期比50％超の高い成長率に。

フィンテック・サービスは、
新規の株式型クラウド・ファ
ンディングの売上や、前期に
続き、証券口座開設の好調が
増収に大きく寄与。

前年同期比34%増

※ 上記「連結売上高」には、その他の売上高として、2020年3月期第1四半期は6万円、2021年3月期第1四半期は0.7万円、をそれぞれ含む

セールステック・サービスは、
新規顧客からの追加案件の獲
得が進み、増収に寄与。一部、
契約締結の遅れによる期ズレ
も発生。
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連結売上高の推移②01 -3

第1四半期に受注した案件の第2四半期への“期ズレ”が一部発生も、売上高は継続
的に成長。第4四半期には及ばないものの、従前より高い水準で推移。

（売上高/百万円）

712

378369384

298
325 324

369

セールステック・サービス フィンテック・サービス その他

515



01 -4

融資型クラウド・ファンディングのシステムをリニューアルし、8月にはグループ
化後初、かつ融資先が上場企業グループの大型案件をローンチ。また、株式型含
めた両クラウド・ファンディングの売上高は、前年同期比で242％増収(2)と伸長。

19

フィンテック・サービス①：融資型クラウド・ファンディングの進捗

（※2020年6月30日プレスリリースより抜粋）

融資型クラウド・ファンディングの運用開始 （参考）COOL社買収後初の募集案件(1)

(1)資料は、融資型クラウド・ファンディングにおけるCOOL社の情報提供のみを目的としたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。

(2)クラウド・ファンディングは、前年は連結対象外であり、前年度連結対象だったと仮定した場合の数値。

（※公表日：2020年8月11日）

民泊・マンスリーファンド事業融資ファンド



フィンテック・サービス②：株式型クラウド・ファンディングの進捗01 -5

20

2020年4月8日ローンチの案件は、目標金額を大幅達成し、3,000万円以上の資
金調達に成功。また、投資家となる会員数は順調に増加しており、前年同期比
60％増。

第1四半期の成立案件
株式型クラウド・ファンディングの

会員数推移イメージ

（※公表日：2020年4月8日）

※資料は、株式型クラウド・ファンディングにおけるユニコーン社の実績についての情報提供のみを目的としたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。

2020年3月期

第1四半期

2021年3月期

第1四半期

（※

会
員
数
は
非
開
示
）

NA

0

前年同期比60%増
合計金額3,160万円で
目標金額112%達成



01 -6

2018年8月より当社にて復刊したマネー誌『NET MONEY』を、WEBメディ
アとして、新リリース。リアルとWEBの双方での情報発信で相乗効果を狙う。

21

フィンテック・サービス③：マネー誌『NET MONEY』をWEBメディアに

NET MONEYがWEB版に

リアルメディア（雑誌） WEBメディア



01 -7

前期より他社様との業務提携やM&Aを加速しており、金融系プラットフォームに
おける直接的な金融サービスの展開に向けて、着実にサービスラインナップを拡
充。第2四半期以降の更なる売上増に向けて加速。
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フィンテック・サービス④：加速する金融系プラットフォーム構想

金融系プラットフォームでの多様なマネタイズポイント

株式型クラウド・ファンディング

融資型クラウド・ファンディング

スモールM＆A仲介

生命保険＆損害保険 外貨投資

クレジットカード

ローン

新

COOL社及びCOOL SERVICES社買収

ユニコーン社買収

日本M&Aセンター社と
業務提携および合弁会社設立

フィナンシャル・エージェンシー社と
資本業務提携

フィンテック・サービス
前年同期比51%増

④有料会員
（サブスクリプション）

①デジタル店舗（Brand Channel）

②広告 ③アドバイザーマッチング

証券

新

新

新

複数の証券会社と提携

複数のクレジットカード会社と提携

複数のローン会社と提携

複数の外貨投資関連会社と提携
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01 セールステック・サービス①：コロナ禍のDX化ニーズ増

セールステック・サービスはストック売上高の比率が増加。また、新型コロナウ
イルスの影響で商談機会数が減ったことで、セールスのDX化ニーズは増加してお
り、市場環境は追い風。

-8

(1)ストック売上高とは、サービス提供期間が3ヶ月以上という定義。

セールステック・サービスの
ストック売上高(1)比率

コロナ禍の営業活動の動向(2)

（売上高/百万円）

0

100

200

300

2020年3月期

第1四半期

2021年3月期

第1四半期

ストック フロー
減ってきている 変化はない 増えてきている

84.1%

(2)出典：株式会社マツリカ「営業活動のリモートワーク調査」
0% 10% 20% 30% 40%

その他

案件掘り起しの変化

個別メールの強化

テレアポの強化

メルマガ配信強化

特になし

オンライン商談

①新型コロナウイルス対策開始後の商談機会数の変化

②上記「減ってきている」の回答者の内、
取り組んでいる対策について

83.5% 89.0%



01 -9

『THE OWNER』(日本M＆Aセンター社と共同事業) は月間150万PV突破。
『YANUSY』（リーガル不動産社と共同運営）は、月間40万PV突破と急成長。
その他も多数のメディアを継続して支援。

24

セールステック・サービス②：各種既存メディアの急成長

日本有数の経営者向け
プラットフォームへ急成長

国内有数の不動産オーナー向け
メディアへ急成長

（※2020年5月22日プレスリリースより抜粋）



01 -10

相次ぐ大型提携の1つとして、クレディセゾン様と協業メディアをリリース。
更に、「ZUU online Open ID」にログインするだけで、他メディアサービス
や自社サービスとの接続が可能に。

25

セールステック・サービス③：新メディア＆新機能のリリース

（参考）大型提携メディア一部抜粋
クレディセゾン様との新メディアリリースと

シングルサインオン機能の実装

（※2020年7月29日
プレスリリースより抜粋）

（※2020年8月7日
プレスリリースより抜粋）

旅行

教育

ヘルスケア

（航空）

（通信）

金融機関様 非金融企業様

（不動産投資：リーガル不動産様）

（証券：みずほ証券様）

（M&A：日本M&Aセンター様） （百貨店）

（メガバンク：三菱UFJ銀行様）

（地方銀行：第三銀行様）

（クレジットカード：
クレディセゾン様）
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次四半期以降の展望



通期業績とその後のイメージ02 -1

27

第1四半期の進捗は、売上高515百万円・営業利益△192百万円と、レンジ内で計
画通り推移。第2四半期も、売上高・営業利益ともに計画通りで着地予定。

通期業績予想イメージ

（※2020年通期決算説明資料より再掲）
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第2四半期の業績予想02 -2

第1四半期の売上高は、新型コロナの影響で契約締結の遅れが発生し、第2四半期
へ“期ズレ”があったものの、前期投資が奏功し、2020年3月期第4四半期以降の売
上高水準は大幅に上昇。

（百万円/売上高）

第2四半期以降の成長イメージ
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計画（予想）※

※計画（予想）は、業績予想レンジの下限～上限の中間の計画にてグラフ表示
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第2四半期に向けた主なコスト変化02 -3

第1四半期は、前期から続く成長投資や採用費等の一時的な費用も重なり、計画通
りコスト先行。また、従業員数は半年間で71名増ではあるが、採用費などの投資
費用は一段落で、第2四半期以降で適正化予定。

一過性費用の減 半年間の従業員数※推移

0
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200

2019年12月末 2020年6月末

（従業員数/人）

※従業員とは、連結での役員（社外役員を除く）・正社員・契約社員・非正規社員（派遣社員と常駐型業務委託は含まれておらず）

例①採用費の減
・前期は、業績拡大に伴う人員増のため、多額
の採用費を投下。第1四半期は、前期の採用で
入社した人材の費用が引き続き計上。
・2021年3月期第2四半期からは、引き続きIT
人材には注力するが、前期で体制が整い、その
他の採用費は大幅減の予定。

例②広告宣伝費の減
・前期は、会員獲得のために多額の広告費を投
下。
・2021年3月期第2四半期からは、コストをほ
とんどかけず会員獲得ができるフローが確立し、
広告費は限定的で大幅減の予定。
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損益分岐点の推移02 -4

損益分岐点推移のイメージ

第1四半期までの損益分岐点は、積極的な投資によって上昇。第2四半期から一過
性費用減少により損益分岐点は下落予定で、下期にかけて、成長投資は継続しな
がらも損益分岐点付近で推移予定。

（売上高/百万円）
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成長投資※の振り返り02 -5

プラットフォーム及びSaaS開発の人材と金融サービスのシステム開発関連に投
資。概ね予定通りの進捗で、一過性費用の内、重点分野への成長投資としては47
百万円を投下。第2四半期以降も計画通り進捗予定。

31

成長投資のイメージ

（※2020年通期決算説明資料より抜粋） 2021年3月期
第1四半期

（投資額/百万円）

同
第2四半期

同
第3四半期

同
第4四半期

NA
(投資はその時期の実態に即し適宜

実施予定で、各予定額は未定)

※成長投資の定義は、今期の重点分野への一過性の投資。
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第2四半期以降の事業の見通し02 -6

サービスライン別の第2四半期以降のP/Lへの影響

第2四半期以降は、フィンテック・サービス、セールステック・サービスともに大
幅に伸長の予定。両サービス共に、積極的な成長投資は引き続き継続予定。

プ
ラ
ス
要
因

マ
イ
ナ
ス
要
因

・送客事業は引き続き好調。祖業であ
る証券口座開設以外の新領域にも参入

・新型コロナウイルスの影響により、
クライアント広告予算の不透明化

フィンテック・サービス セールステック・サービス

・オンライン商談への体制変更により、
未開拓だった地方企業様の受注増

・オンライン完結でのサービス提供による
効率化

・景況感悪化による資金調達ニーズ増

・新型コロナウイルスの影響により、クラ
イアントマーケティング予算の不透明化

・主に金融機関様の来店客減少による、
セールスのDX化ニーズ増

・金融系プラットフォームの開発に
よる成長投資費用増

・顧客企業様の来店客減少やアポ減少に
よる、セールスのDX化ニーズ増

・SaaSプロダクトへの投資推進による
成長投資費用増
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34

会社概要03 -1

2013年の創業以降、的確な成長戦略を打ち出し急成長中。

（百万円）

社名 株式会社ZUU（ZUU Co.,Ltd.）

住所
東京都目黒区青葉台3-6-28 
住友不動産青葉台タワー9Ｆ

代表者 代表取締役 冨田 和成

設立 2013年4月2日

従業員数
130名
（臨時雇用除く、2020年4月末）

事業内容
（子会社含む）

• アッパーマス～富裕層向けフィン
テック・プラットフォームの運営

• セールステック・プラットフォー
ムの運営とセールステック推進支
援

• 融資型クラウドファンディング
サービス・株式型クラウドファン
ディングサービスの運営

• その他

335

6

9

636

88%

売上高

営業利益

純利益

総資産

自己資本比率

729

▲15

▲46

662

78%

944

71

44

725

78%

1,317

182

107

1,238

80%

1,847

▲106

▲92

1,354

63%

（百万円/売上高）



主な経営陣

金融及びIT両面で、経験豊富な経営メンバーが当社を支援。

経営陣

冨田 和成 / 代表取締役

大学在学中にソーシャル・マーケティング
関連で起業。卒業後、野村證券に入社、本
社の富裕層向けプライベート・バンキング
業務、ASEAN地域の経営戦略担当等に従
事。
2013年に同社退職、ZUUを設立し、代表
取締役に就任。

原田 佑介 / 取締役

東京都出身。2008年に早稲田大学卒業後、
新卒で株式会社ベンチャー・リンクに入社
し、中小企業の経営コンサルティング業務
に従事。その後2011年に株式会社ディー・
エヌ・エーに入社し、ゲーム開発、国内外
の開発会社のコンサルティング業務に従事。
2014年に株式会社ZUUに参画。

五味 廣文 / 社外取締役

東京大学法学部卒業。ハーバード大学ロース
クール卒業(LL.M.)。大蔵省（現 財務省）入省。
金融庁検査部長・局長、監督局長、金融庁長官
を歴任し、現在は、複数社の顧問・アドバイ
ザーを務める傍ら、SBIホールディングス株式会
社、アイダエンジニアリング株式会社、株式会
社ミロク情報サービス、およびアステリア株式
会社の取締役に就任。また、2020年、株式会社
福島銀行社外取締役に就任。

赤羽 雄二 / 社外取締役

大学卒業後、小松製作所に入社、米国留学を
経て以降、米マッキンゼーで長年コンサル業
務に従事。
その後、独立し、複数のベンチャー企業の創
業を支援。ZUUも、創業期から支援。

03 -2
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【再掲】創業時からの高い成長率03 -3

36

過去5年間のCAGR

創業以降、成長投資による急成長を実現。日本経済新聞社が選ぶ、過去3年間の増
収率をランキング化した「NEXT1000」でも19位に選出されるなど、対外からも
高評価。

5年間のCAGR（年平均成長率）
99.6%

「日経NEXT1000」で、
過去3年間の増収率が
高い企業として19位に
選出。
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【再掲】 FinTech業界、ZUU、及び現在の金融業界（オフライン）の位置付け
（※『成長可能性に関する資料』より）

ZUUを介し、DistributionとOperation機能とをアンバンドリング（分離）させ
ることで、金融機関は効率的に潜在層ユーザーを開拓できます。

ユーザーが金融商品を発注するまでの一般的プロセス

取
引

プ
ロ

セ
ス

金
融

機
関

の
カ

バ
ー

す
る

プ
ロ

セ
ス

Z
U

U
の

カ
バ

ー
す

る
プ

ロ
セ

ス

Distribution分野 Operation分野

運用成約
（発注）

購買判断情報比較情報収集

銀
行

証
券

保
険

不
動
産

オフライン主導での

アプローチなため、

販促、更には営業業務が

労働集約的で非効率

等の自社メディア

及び、ZUUが支援する
顧客企業の

メディア・プラットフォーム Distribution分野でユーザーが集う、数少ない
オンラインの金融系プラットフォーム

効率的に潜在層ユーザーまで
開拓・送客することで、
金融機関の販促、更には

営業業務が効率化

03 -4



【参考】メディア・サービスの多様なマネタイズ(収益)ポイント03 -5

38

第4四半期では上場時より掲げている金融系プラットフォームの開発・改修にも更に投資予
定です。会員サービス（≒メディア・サービス）への成長投資は、デジタル店舗（Brand 
Channel）や有料会員、PDCAシステムのストック収益の売上増加のみならず、後述の金融
サービスを本格展開する上での重要なファクターとなっています。

金融系プラットフォームの全体像

会員

株式型クラウド・ファンディング

金融機関・不動産会社等の広告収益

デジタル店舗（Brand Channel）

各メディアの金融コンテンツ（転載・メディア連携等）

融資型クラウド・ファンディング

スモールM＆A仲介

デジタル店舗出店料（掲載料）

有料会員（サブスクリプション）

PDCA-Cloud各社の金融商品仲介手数料

1

2

3

4

6

6

7

5



【投資全般】

40歳金融機関勤務
年収：1,200万
既婚/ 夫婦二人暮らし

金融・投資に関する情報収
集、知識の深堀に余念がな
い。

39

【再掲】フィンテック・サービスの基盤『ZUU online』03 -6

会員数10万以上の国内最大級の金融経済メディアであり、個人投資家だけでな
く、経営者等のエグゼクティブ層やマネジメント層から支持。

25.7%

4人に1人が
エグゼクティブ層
マネジメント層

出所：ZUU online 会員出現率調査2020年3月（n=11,612）

ZUU online 会員属性

【相続・事業承継】

52歳企業オーナー
年収：1,800万
既婚/ 二児の父

親からの相続、事業継承。
資産を守り殖やす必要性を感
じてきた。

✔ 相続や事業継承に関する情報を
ZUU onlineで収集

✔ 「備える」「相続する」カテゴ
リー記事を閲覧

✔ 定期的(週末・連休等)にじっくり
閲覧

✔ 株式投資や節税対策に関する情報
をZUU onlineで収集

✔ 主に「投資の応用」「銘柄分析」
「Fintech特集」カテゴリーを閲覧

✔ 毎日、1~2記事閲覧

ZUU online会員の具体例



03 -7
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月間訪問ユーザー数（万人）

2013年4月
『ZUU online』

をリリース

大手ポータル
サイトとコンテンツ

連携を開始

2016年4月
『DAILY ANDS』
と東南アジア向け
『ZUU online』

をリリース

9

100
158

294

429

669

2019年3月

2018年2月
『ZUU online』の

会員登録機能を
リリース

2020年3月

2019年1月
『ZUU online』

iOS版アプリをリリース

1,052

2018年3月2017年3月2016年3月2015年3月2014年3月
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【再掲】自社メディアのトラフィック推移

『ZUU online』等の自社メディアは、トラフィックが順調に推移。
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【再掲】会員獲得に向けたプロモーション結果03 -8

41

トラフィック増加に伴い『ZUU online』会員数※1が順調に増加。他社との会
員アライアンス拡充により会員獲得のCPAが低下。

（※
C

P
A

・L
T

V

の
実
額
は
非
開
示
）

NA

0

CPA（Cost Per Acquisition/1ユーザー当たり）

LTV（Life Time Value/1ユーザー当たり）

『ZUU online』会員数の推移 会員獲得の広告プロモーションの検証

※1 「会員数」とは、無料会員と有料会員の総数を示します。

（全会員数/
棒グラフ）

10万会員
突破！



03 -9
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【参考】セールステック・サービスのクラウド化

MP-Cloudに続き、PDCAシステムのクラウドサービス化を推進。マーケティン
グ、セールス、経営・マネジメント等、法人向けサービス領域をさらに拡充。

②一般的な会員機能を持つ
CMSの場合、無料での会員
登録までがサポート範囲

MP-Cloud PDCA-Cloud

（※MP-Cloudサービスページより抜粋）

顧客の課題にあわせた組
織のPDCAの最適活用を
目指し、主に経営・マネ
ジメント・セールス面の
PDCAプロセスをクラウ
ド上に可視化して提供。

創業時より開発してきた
マーケティング・セール
スに強い自社CMSをク
ラウド化し、顧客向けに
提供。



【再掲】有料会員サービスとは03 -10
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『ZUU online』にて、企業の管理職、高所得者向けの「スタンダードプラン」と金融業界
勤務者向けの「プロフェッショナルプラン」の2種類の有料会員サービスを提供していま
す。サブスクリプション型のストック収益として寄与しています。

プロフェッショナルプラン（月額4,980円）スタンダードプラン（月額1,480円）



【再掲】デジタル店舗（Brand Channel）03 -11
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ZUU online内のデジタル店舗（Brand Channel）数は倍に増加し、ストック売上として貢
献しています。更に、「知識」以外の「パーソナル」な部分に帰属しやすい「個人×資産ア
ドバイザー」の特性を鑑み、店舗内にアドバイザーのプロフィールもあわせて掲載した上
で、「会員×資産アドバイザー」のマッチングサービスを始動しています。

デジタル店舗と資産アドバイザー
マッチングサービスの開始

金融・不動産企業のデジタル店舗
（ Brand Channel ）開設社数の推移

＜デジタル店舗のページ例＞

＜アドバイザーマッチングサービス＞

＜デジタル店舗一覧＞

（デジタル店舗開設社数/
棒グラフ）

0

50

2018年12月 2019年12月

前年同期比
100%増



【再掲】アドバイザー・マッチングの強化03 -12
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オンライン上の店舗＆アドバイザー 金融商品のカスタマージャーニーの特徴

金融商品は、一般的な商品に比べて学習コストが大きく、オンライン完結しきれ
ない領域。デジタル店舗に加え、金融商品の購入判断に不可欠な「人（アドバイ
ザー）」もオンライン上へ移行し、マッチングを図る。

購買金額の
大きさ

学習コストの大きさ
（金融商品の購買に必要な

前提知識や経験）

日用品

洋服
美容

グッズ

食品
書籍

生命保険

家電

投資信託

住宅ローン

不動産売買

株式・債券

オンライン完結が難しく、
カスタマージャーニーが長くなる

「店舗」と「人」が

購買判断をサポート

ECが代替

（例：Amazon・

楽天・メルカリなど）

（※2020年3月期第3四半期決算説明資料より抜粋）
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【再掲】MP-Cloud：講読履歴データの活用①

高額な金融商品は、購買履歴データではユーザー・ニーズの把握が難しく、従来
型のマーケティング施策による販促・営業業務では非効率。

[例] 一般消費財 金融商品

“購買履歴”データから、ユーザーへお薦め商品を
提案し、次の購買へ誘導

保険に加入（済み）

東京でマンションを購入（済み）

住宅ローンを借り入れ（済み）

高額になりがちな金融商品は、購買頻度が圧倒的に少なく、
“購買履歴”データは役に立たず

（＝1度買うと2度目がほとんどない）

03 -13 （『成長可能性に関する資料』より図のみ再掲）
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メディア上の講読履歴データからユーザーの購買ニーズをタイムリーに把握。企
業様は効率的なマーケティング・セールスが可能に。

メディアとコマースの連携が重要な金融業界

Media Commerce

楽天株式会社

他社の取組事例

自社/投資情報メディアとの連携で、
銀行、証券会社、FX、
クレジットカード等を展開

ヤフー株式会社 自社メディアとの連携で、銀行、
FX、投資信託、クレジットカード
等を展開

…

…

ユーザーの金融コンテンツの講読履歴データから、「いつ頃どの金融商品を購入するか?」
等の興味関心を精査でき、同ユーザーへの効率的な販促が可能に

読了率 熟読エリア クリック

出典： 下部の画像は、『ZUU online』にかかるHubspot、ユーザーローカル、Google アナリティクス™️での管理画面を参照

講読履歴
データ

03 -14 【再掲】MP-Cloud：講読履歴データの活用② （『成長可能性に関する資料』より図のみ再掲）



48

未来予測に役立つ講読履歴データを取得し、マーケティング・セールスを支援。
データを活用した対面営業のデータも蓄積され、更に営業精度が上がる好サイク
ルへ。

「リード・ジェネレーション」はリード（潜在顧客）を獲得することを、そして、そ
のために用いる「アトラクト記事」はユーザーの関心を集めることを目的とした記
事、を意味。

03 -15

潜在層
ユーザー

情
報

収
集

で
訪

問

アトラクト
記事 興

味
あ

る
が

リ
テ

ラ
シ

ー
足

ら
ず

メルマガ登録

セミナー等に参加

ナーチャリング記事

コンバージョン記事

高
リ

テ
ラ

シ
ー

と
な

り
関

心
高

ま
り

訪
問

顕在層
ユーザー

金融機関

2

電話営業が
効率的に

リード・ジェネレーション※1 リード・ナーチャリング※2

記事

記事

※1

「リード・ナーチャリング」は同リードを顕在顧客へと育成することを、そして、
「ナーチャリング記事」は興味関心の醸成を目的とし、「コンバージョン記事」は
ユーザーを実際の購買へと誘導することを目的とした記事、を意味。

※2

高リテラシーとなり
関心高まり訪問

検索サイト

Google

YAHOO!

msn
JAPAN

SNS

弊社

メディア・
プラット
フォーム

（『ZUU online』
等含む）

メディア・
プラットフォーム

（ 『ZUU online』等含む）

電話営業
1

メルマガ
3

セミナー
4

記事

【再掲】MP-Cloud：講読履歴データの活用③ （『成長可能性に関する資料』より図のみ再掲）
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【再掲】金融サービスの概観と参入意義（※2019年第4四半期決算説明資料より）

現在、当社は、金融のマーケティング市場（≒営業効率化/広告領域）で事業展開をし、潜
在顧客の集客と顕在層化における豊富な実績/ノウハウを有します。それをベースに、より
大きな“池”である、金融サービスそのものへの直接進出もしていきたい考えです。

金融関連市場の概観 金融市場における昨今の技術革新

金融関連の
広告市場

金融関連の
手数料市場

① 金融向けシステム負担は従来の約1/10にも縮小（※当社推定）

② 購読履歴データの活用

③ デジタル・マーケティングによる業務効率化

（※第2四半期の
決算説明資料
より抜粋）

V.S.

（1）リテール金融市場における個人金融資産残高（1,900兆円）（出典：野村資本市場研究所）に、仮で1%を乗じ、当社で推定しています。
（2）出典： 電通

0.2兆円（2）

20兆円（1）

03 -16



【再掲】追い風となるマクロ市場環境03 -17
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金融商品仲介手数料マーケット

（※2019年3月期第4四半期決算説明資料より抜粋）

現在展開している金融のマーケティング市場（≒営業効率化/広告領域）で培った、①潜在
顧客の集客と顕在層化におけるノウハウと、②送客支援での口座獲得ノウハウを活用し、よ
り大きな仲介手数料マーケットを取りに行く考えです。また、第一ステップとして当社が参
入するクラウド・ファンディング市場の規模は、融資型・株式型ともに拡大しています。

拡大するクラウド・ファンディング市場

（※2019年3月期
第4四半期決算説明資料
より抜粋）

（※2019年3月期
第4四半期決算説明資料
より抜粋）
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【参考】融資型＆株式型クラウド・ファンディングのWライセンス取得03 -18

2019年11月に、融資型クラウド・ファンディング運営会社（株式会社COOL SERVICES）
を子会社化、2020年2月には新たに、株式型クラウド・ファンディング運営会社（株式会
社ユニコーン）を子会社化しました。第4四半期から、複数免許を持つ国内数少ないプレイ
ヤーとして事業展開していきます。

子会社概要と買収日程・金額

（※2020年1月28日適時開示より抜粋）

（参考）複数免許を保有する、
クラウド・ファンディングプレイヤー（1）

Aクラウド・ファンディング運営会社

✓ 融資型
✓ 株式型

Bクラウド・ファンディング運営会社

✓ 融資型
✓ 株式型
✓ 購入型
✓ 寄付型

✓ 融資型（株式会社COOL SERVICES）
✓ 株式型（株式会社ユニコーン）

（1）記載している取得免許の種類や数量については当社調べです。
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【再掲】クラウド・ファンディングの主要3タイプの概要03 -19

クラウド・ファンディングを種類毎に整理すると、主に3種類に分類できます。国内で
は、購入型の主要プレイヤーは複数存在しているものの、融資型と株式型は金融免許の
取得やノウハウが必要であることから参入障壁も高く、圧倒的なユーザー集客力を持ち
合わせたプレイヤーは国内には存在しません。

購入型
クラウド・ファンディング

融資型
クラウド・ファンディング

株式型
クラウド・ファンディング

事業者
運営
会社

支援者 事業者
運営
会社

投資家 事業者
運営
会社

投資家

出資金出資金

商品・サービス

出資金融資

返済 分配

売却益

投資 出資金

主な収益源：

✓ 融資実行手数料（1％~3%）
✓ 融資の利ざや（1.5%~5%）

主な収益源：

✓ 総支援額から一定割合を徴収する
ことで得られる手数料
（10％～25％）

✓ 決済を行う際の手数料
（0％～5％）

主な収益源：

✓ 株式発行価格の総額から一定割合
を徴収することで得られる手数料
（10％～20％）
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【再掲】既存のクラウド・ファンディングの主要プレイヤーの比較03 -20

購入型と融資型の主要プレイヤーの収益力/会員数の比較（下図参照）より、会員数におい
ては、既に当社が保有する1,200万人の「金融関心大のユーザー基盤」と当サービスとの
マッチング力を高めることで優位性があるという考えです。

類似企業の直近の登録ユーザー数類似企業(1)の直近の業績水準

（百万円/
棒グラフ）

（会員数/万/
棒グラフ）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

某購入型

CF会社

某融資型

CF会社

0

20

40

60

80

100

某購入型

CF会社

某融資型

CF会社

某株式型

CF会社

（1）データ開示のある主なクラウド・ファンディング企業の業績から、当社で推定しています。また、株式型クラウド・ファンディングについては、各社業績未公表のためグラフはありません。

売上高

経常利益

会員数（投資家登録数）
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【参考】金融サービスで『金融商品仲介』（と証券）
（※2019年第4四半期決算説明資料より再掲）

祖業の1つである『ZUU online』での送客支援（証券会社向け口座開設）では、本邦有数
の低単価且つ大量の口座獲得力を有しています。

コンテンツを介した証券口座開設 証券口座獲得にかかるCPA（1）と口座獲得数（2）の比較

（1）当社の送客支援ビジネスで、取引のある11社の平均CPAを参照しています。
（2）出典： 各社開示資料（2018年）

0

100

200

大手・中堅

オンライン証券7社（平均）

ZUU

（年間の開設口座数/千）

0

5,000

10,000

2017年6月 2017年9月 2017年12月 2018年3月 2018年6月 2018年9月 2018年12月 2019年3月

証券口座獲得のCPA（当社）

証券口座獲得のCPA（オンライン証券11社の平均（1））

（CPA/円）
投資の魅力付けを
する『ZUU online』
記事で、証券会社
へ繋がるテキスト・
リンクを設置。

同投資に興味のある
ユーザーは、同リン
ク経由で証券口座を
開設。

圧倒的な
コスト競争力

当社の低CPAを
活かせば、凡そ

0.5億円/年の
追加投資のみで

追い付けることに

03 -21
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金融商品仲介業で得られるノウハウを活かせば、将来的に証券業へ参入する、または同参
入を検討する顧客を支援する場合でも、より効果的になると考えます。

金融商品仲介業を介することでのノウハウ獲得

どの様な顧客が、どの様な金融商
品を購入 and/or 購入検討

しているか、分かれば
（“購買/講読履歴データ“）、

営業が効果的なのに…

顧客から得られる想定収益（“LTV”）
が分かれば、費用対効果が良く、

営業に投資できるのに（“CPA”）…

口座獲得力
（※LTVが分かれば、適切なCPA

の範囲で更に獲得数増）

LTVデータ
（※顧客属性との紐付けで最適な

顧客層と商品群が把握可）

購買と講読履歴データ
（※実購買した顧客の後者データ

は更に価値大）

03 -22 【再掲】金融サービスで『金融商品仲介』（と証券）
（※2019年第4四半期決算説明資料より再掲）
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【再掲】総合的な金融サービス仲介業創設の流れ03 -23

金融サービスの総合化の時流に合わせて、いち早く「金融系プラットフォーム」と「総合
的な金融サービス」を本格展開していく所存です。当社では、上場時より金融商品を仲介
できるプラットフォームの実現化に向けての投資を進めております。

総合的な金融サービス仲介機能の必要性

（※未来投資会議（第33回） 金融担当大臣提出資料より抜粋）

金融商品仲介業免許取得に向けた進展

2020年1月、2021年度の「金融サービス仲介業」創設が決定。
指導が規制緩和され、登録制度を一本化。

ワンストップで商品販売ができる金融仲介ビジネスが可能に。

（※2020年第1四半期の決算説明資料より抜粋）

口座獲得ノウハウ

口座獲得ノウハウ

口座獲得ノウハウ
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本資料の取り扱いについて

本書には、当社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目標などが記載され
ています。これらの将来の見通しに関する記述は、将来の事象や動向に関する現
時点での仮定に基づくものであり、当該仮定が必ずしも正確であるという保証は
ありません。今後、様々な要因により、実際の業績が本書の記載と著しく異なる
可能性があります。

別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは日本において一般に
認められている会計原則に従って表示されています。

当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。


